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表紙

本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載

した書面をお送りいたします。なお、電子提供措置事項のうち、上記の事項につきまして

は、法令及び当社定款第15条第2項の規定に基づき、お送りする書面には記載していません。

株　主　各　位

第67期定時株主総会招集ご通知に際しての
電子提供措置事項

連結注記表
個別注記表

株式会社日水コン
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連結注記表

連結注記表
Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1．連結の範囲に関する事項
（1） 連結子会社の数　４社

連結子会社の名称
砂防エンジニアリング株式会社
株式会社イオ
PT.DACREA Design And Engineering Consultants
株式会社Rifレックス
上記のうち、株式会社Rifレックスについては、当連結会計年度において新たに設立した

ため、連結の範囲に含めております。
（2） 非連結子会社の数　１社

非連結子会社の名称
株式会社NSCテック
株式会社NSCテックは、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ
していないため、連結の範囲から除外しております。

2．持分法の適用に関する事項
（1） 持分法適用の関連会社の数　２社

会社等の名称
瀾寧管道（上海）有限公司
株式会社ONE・AQITA

（2） 持分法を適用していない非連結子会社（株式会社NSCテック）は、当期純損益（持分に見
合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計
算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用範囲か
ら除外しております。

（3） 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、連結決算日現在で
本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4．会計方針に関する事項
（1） 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
ａ　満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
ｂ　その他有価証券
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市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理
し、売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
（2） 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は

除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を
採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　　　　３～65年
機械装置及び運搬具　　２～18年
工具、器具及び備品　　２～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な償却年数は次のとおりであります。
ソフトウエア　　　　　５年

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
（3） 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金
売上債権、その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。
②　賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しており
ます。
③　契約損失引当金

受注業務における将来の損失に備えるため、合理的に算定した損失発生見込額を計上してお
ります。
④　役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しておりま
す。
⑤　業務補償損失引当金

将来の業務補償及び損害補償の履行に伴う損失に備えるため、業務補償については過去の実
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績率により、損害補償については個別に発生可能性を検討し、損失の見込額を計上しておりま
す。
⑥　役員退職慰労引当金

役員退職慰労金支給に備えるため、「役員退職慰労金支給内規」に基づき期末要支給額を計
上しております。
⑦　その他の引当金

　特別研鑽引当金
賞与支給対象期間に満たない従業員に対する特別研鑽一時金支給見込額のうち、当連結会計

年度の負担額を計上しております。
（4） その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①　退職給付に係る会計処理の方法
a　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ
る方法については、期間定額基準によっております。
b　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ
る定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費
用処理することとしております。
c　小規模企業等における簡便法の採用

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己
都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

②　重要な収益及び費用の計上基準
当社グループは、主として上水道、下水道及び工業用水道における調査、構想、計画、設計

等のコンサルティング業を行っております。
これらの業務については、原則として、一定の期間にわたり履行義務を充足することから、

その進捗度合に応じて収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度は、見積直接原
価に対する発生直接原価の割合（インプット法）としております。完成までの進捗状況に変更
が生じる可能性がある場合は、見積りの見直しを行っております。

また、業務の進捗度を合理的に測定できない場合、発生する費用を回収することが見込まれ
る契約については、原価回収基準に基づいて収益を認識しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重要な金融
要素は含んでおりません。収益は、顧客との契約に係る取引価格で測定しており、重要な変動
対価の額等はありません。
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履行義務を充足するにつれて
一定の期間にわたり収益を認識した売上高 23,512,058千円

うち、期末に進行中の案件に係る売上高 10,208,856千円

③　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債、並びに収益及び費用は、連結決算日
の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非
支配株主持分に含めて計上しております。

Ⅱ．会計上の見積りに関する注記
1．収益認識における直接原価の見積り

（1） 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（2） 重要な会計上の見積りの内容に関する情報
建設コンサルティング業務に係る収益の算定の基礎となる進捗度の見積方法は、見積直接

原価に対する発生直接原価の割合（インプット法）で算出しております。
見積直接原価は、プロジェクト案件それぞれが業種の特性や顧客の要望等により異なるた

め個別に判断を行う必要があり、一定の不確実性が伴います。
進捗度の見積りにあたっては、収益総額、見積直接原価及び期末時点における進捗度を計

算する必要があり、それらを算出するには、見積りによる仮定を前提とする必要がありま
す。見積直接原価は、期末時点で入手可能な情報に基づき、完成までに必要となる外注費、
人件費及び経費の諸条件について仮定を設定し、プロジェクト案件ごとに計算しておりま
す。

当連結会計年度末の仕掛中案件について見積直接原価が見直され、当該案件の履行義務の
充足に係る進捗度が変動した場合には、翌連結会計年度以降の損益に影響を与える可能性が
あります。

2．繰延税金資産の回収可能性
（1） 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 1,423,345千円
（2） 重要な会計上の見積りの内容に関する情報

将来の課税所得を合理的に見積り、回収可能性があると判断した将来減算一時差異等につ
いて、繰延税金資産を計上することとしております。課税所得の見積りの基礎となる中期経
営計画の課税所得見込における主要な仮定については、入手可能な市場成長率及び市場シェ
ア等の外部情報をふまえて反映しております。繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得
の見積りに依存するため、その見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、翌連結
会計年度以降の繰延税金資産の計上額に重要な影響を与える可能性があります。
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株式の種類 期首 増加 減少 期末
普通株式 5,933株 11,860,067株 － 11,866,000株

Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記
1．担保に供している資産

投資有価証券（株式）　　 5,400千円
PFI事業等を営むSPCが行う借入等の担保に供しております。

2．有形固定資産の減価償却累計額
建 物 及 び 構 築 物 828,622千円
機械装置及び運搬具 19,126千円
工具、器具及び備品 716,905千円
リ ー ス 資 産 121,896千円

Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
1．発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき2,000株の割合で株式分割を行った
ため、発行済株式の総数が11,860,067株増加しております。

2．配当に関する事項
（1） 配当金支払額

決 議 2024年３月４日取締役会
配 当 金 の 総 額 593,300千円
配 当 の 原 資 利益剰余金
１株当たり配当額 100,000円
基 準 日 2023年12月31日
効 力 発 生 日 2024年３月25日
（注）当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき2,000株の割合で株式分割を行っ

ております。2024年３月４日取締役会決議による１株当たり配当額については、当
該株式分割前の金額を記載しております。

（2） 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの

決 議 2025年２月14日取締役会
配 当 金 の 総 額 806,888千円
配 当 の 原 資 利益剰余金
１株当たり配当額 68円
基 準 日 2024年12月31日
効 力 発 生 日 2025年３月12日
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（注）2025年２月14日取締役会決議による１株当たり配当額には、記念配当５円を含んで
おります。

Ⅴ．金融商品に関する注記
1．金融商品の状況に関する事項

（1） 金融商品に対する取組方針
当社グループは、設備投資計画等に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達してお

ります。一時的な余剰資金は安全性の高い金融資産で運用しております。
デリバティブ取引は行わない方針であります。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である完成業務未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。
有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び取引先企業との業務又は資本

提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスク及び市場流動性リスクに晒されており
ます。

営業債務である業務未払金は、すべて１年以内の支払期日であります。
（3） 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社グループは、「債権管理規程」に従い、営業債権及び長期貸付金について、各事業部

門における担当者が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及
び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図って
おります。連結子会社についても、当社の「債権管理規程」に準じて、同様の管理を行って
おります。

満期保有目的の債券は、「資金運用管理規程」に従い、格付の高い債券のみを対象として
いるため、信用リスクは僅少であります。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸
借対照表価額により表されています。

②　市場リスクの管理
有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況

等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案
して保有状況を継続的に見直しております。

③　流動性リスクの管理
当社グループは、各部所からの報告に基づき、担当部所が流動性の高い資産の確保の状

況、キャッシュ・フローの状況、個別金融商品の状況等を把握し、一定の流動性を確保する
ことにより、流動性リスクを管理しております。

（4） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

－ 6 －
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連結貸借対照表
計上額

（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

有価証券及び投資有価証券
（*2）

満期保有目的の債券 351,407 349,374 △2,033
資産計 351,407 349,374 △2,033

区分 当連結会計年度（千円）
非上場株式 145,240
関係会社株式 303,249

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算
定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

（5） 信用リスクの集中
該当事項はありません。

2．金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（*1）「現金及び預金」、「完成業務未収入金」、「契約資産」、「営業未収入金」、「業務未払
金」及び「預り金」については、現金であること、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に
近似するものであることから、記載を省略しております。

（*2）市場価格のない株式等は、「有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融
商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（注） 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
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1年以内
（千円）

1年超
5年以内
（千円）

5年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 9,774,949 － － －
完成業務未収入金 364,670 － － －
契約資産 8,124,863 － － －
営業未収入金 4,765 － － －
有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券
（1）国債 1,522 － － －
（2）社債 199,885 150,000 － －
合計 18,470,656 150,000 － －
3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３
つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ
れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定
した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
しております。
(1） 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

該当事項はありません。
(2） 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

国債及び社債 － 349,374 － 349,374

資産計 － 349,374 － 349,374

建設コンサルティング事業 計
（千円）官公庁

（千円）
民間

（千円）
上水道 7,754,294 477,555 8,231,849

下水道 11,093,720 499,498 11,593,219

河川その他 3,050,563 645,465 3,696,028

顧客との契約から生じる収益 21,898,578 1,622,519 23,521,097

その他の収益 4,078 8,318 12,396

外部顧客への売上高 21,902,656 1,630,837 23,533,494

　（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券

上場株式、国債及び社債は相場価格を用いて評価しております。当社が保有している
国債及び社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められ
ないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

Ⅵ．収益認識に関する注記
1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）その他の収益は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入等であります。
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 4．会計方針に関す
る事項 （4）その他連結計算書類の作成のための重要な事項 ② 重要な収益及び費用の計上基
準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
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当連結会計年度（千円）

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 446,975

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 364,670

契約資産（期首残高） 7,421,404

契約資産（期末残高） 8,124,863

契約負債（期首残高） 1,558,118

契約負債（期末残高） 1,417,982

当連結会計年度（千円）

１年以内 16,337,415

１年超２年以内 4,277,243

２年超 1,965,923

合計 22,580,581

（1） 契約資産及び契約負債の残高等
顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の内訳は以下のとおりであります。

契約資産は、一定の期間にわたり履行義務が充足される取引において、認識した収益に係
る未請求の対価に対する権利に関するものであります。なお、受領する対価に対する権利が
請求可能になった時点で顧客との契約から生じた債権に振替えております。当該履行義務に
係る対価は、個々の契約に定められた支払条件に従って請求し、受領しております。

契約負債は、顧客から受け取る前受金等に関するものであり、履行義務の充足に応じて収
益を認識するにつれて取り崩しております。

当連結会計年度に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は
1,290,822千円であります。過去の期間に充足した履行義務から当連結会計年度に認識した
収益の額に変動はありません。

（2） 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便

法を適用しております。当該履行義務は、建設コンサルティング事業に関するものであり、
残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおり
であります。
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Ⅶ．1株当たり情報に関する注記
1株当たり純資産額 1,198円24銭
1株当たり当期純利益 125円73銭
潜在株式調整後1株当たり当期純利益 125円58銭
（注）１．当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき2,000株の割合で株式分割を行っ

ております。当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり
純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定し
ております。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当社株式は、2024年10月16日
付で東京証券取引所スタンダード市場に上場したため、新規上場日から2024年12月
末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。

Ⅷ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．資産の評価基準及び評価方法
（1） 有価証券の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）

②　子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

③　その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算
定）
市場価格のない株式等

移動平均法による原価法
2．固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額
法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　　　　３～65年
構築物　　　　　10～50年
機械及び装置　　18年
車両運搬具　　　２～４年
工具器具備品　　２～20年

（2） 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な償却年数は次のとおりであります。
ソフトウエア　　５年

（3） リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
3．引当金の計上基準

（1） 貸倒引当金
売上債権、その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について
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は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。

（2） 賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しておりま

す。
（3） 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、期間定額基準によっております。
②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ
る定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し
ております。

（4） 契約損失引当金
受注業務における将来の損失に備えるため、合理的に算定した損失発生見込額を計上して

おります。
（5） 役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しておりま
す。

（6） 業務補償損失引当金
将来の業務補償及び損害補償の履行に伴う損失に備えるため、業務補償については過去の

実績率により、損害補償については個別に発生可能性を検討し、損失の見込額を計上してお
ります。

（7） その他の引当金
特別研鑽引当金
賞与支給対象期間に満たない従業員に対する特別研鑽一時金支給見込額のうち、当事業年

度の負担額を計上しております。
4．収益及び費用の計上基準

当社は、主として上水道、下水道及び工業用水道における調査、構想、計画、設計等のコン
サルティング業を行っております。

これらの業務については、原則として、一定の期間にわたり履行義務を充足することから、
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履行義務を充足するにつれて
一定の期間にわたり収益を認識した売上高 22,251,622千円

うち、期末に進行中の案件に係る売上高 9,656,065千円

その進捗度合に応じて収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度は、見積直接原
価に対する発生直接原価の割合（インプット法）としております。完成までの進捗状況に変更
が生じる可能性がある場合は、見積りの見直しを行っております。また、業務の進捗度を合理
的に測定できない場合、発生する費用を回収することが見込まれる契約については、原価回収
基準に基づいて収益を認識しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重要な金融
要素は含んでおりません。収益は、顧客との契約に係る取引価格で測定しており、重要な変動
対価の額等はありません。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1） 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理
しております。

（2） 退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計

算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

Ⅱ．会計上の見積りに関する注記
1．収益認識における直接原価の見積り

（1） 当事業年度の計算書類に計上した金額

（2） 重要な会計上の見積りの内容に関する情報
建設コンサルティング業務に係る収益の算定の基礎となる進捗度の見積方法は、見積直接

原価に対する発生直接原価の割合（インプット法）で算出しております。
見積直接原価は、プロジェクト案件それぞれが業種の特性や顧客の要望等により異なるた

め個別に判断を行う必要があり、一定の不確実性が伴います。
進捗度の見積りにあたっては、収益総額、見積直接原価及び期末時点における進捗度を計

算する必要があり、それらを算出するには、見積りによる仮定を前提とする必要がありま
す。見積直接原価は、期末時点で入手可能な情報に基づき、完成までに必要となる外注費、
人件費及び経費の諸条件について仮定を設定し、プロジェクト案件ごとに計算しておりま
す。

当事業年度末の仕掛中案件について見積直接原価が見直され、当該案件の履行義務の充足
に係る進捗度が変動した場合には、翌事業年度以降の損益に影響を与える可能性がありま
す。
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2．繰延税金資産の回収可能性
（1） 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 1,490,215千円
（2） 重要な会計上の見積りの内容に関する情報

（1）の金額の算出方法は、連結注記表「Ⅱ．会計上の見積りに関する注記 2．繰延税金
資産の回収可能性」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しています。

3．関係会社株式の評価
（1） 当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式 380,267千円
（2） 重要な会計上の見積りの内容に関する情報

市場価格のない関係会社株式の減損処理の要否は、取得原価と実質価額とを比較すること
により判定されており、実質価額が取得原価に比べ50％以上低下したときは実質価額まで
減損処理する方針としております。当該実質価額は、関係会社の事業計画等に基づき見積り
を行っております。事業計画は、関係会社の事業に係るマーケットの市場規模予測による売
上高の成長率等を主要な仮定として織り込んでおります。将来の不確実な決済条件の変動等
により事業計画等の見直しが必要となった場合、翌事業年度以降の計算書類において、関係
会社株式の金額に重要な影響を与える可能性があります。

Ⅲ．表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）

前事業年度まで「完成業務未収入金」に含めていた「営業未収入金」は、金額的重要性が増し
たため、当事業年度より、区分掲記しております。

なお、前事業年度の「営業未収入金」は109千円であります。

Ⅳ．貸借対照表に関する注記
1．担保に供している資産

投資有価証券（株式）　　 5,400千円
PFI事業等を営むSPCが行う借入等の担保に供しております。

2．有形固定資産の減価償却累計額
建 物 751,367千円
機械及び装置 6,367千円
車 両 運 搬 具 3,513千円
工具器具備品 626,067千円
リ ー ス 資 産 55,715千円

3．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
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短期金銭債権 16,357千円
長期金銭債権 34,225千円
短期金銭債務 76,956千円
長期金銭債務 7,671千円

Ⅴ．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高 497,927千円
営業取引以外の取引による取引高 47,597千円

Ⅵ．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
　　（繰延税金資産）

敷金償却費 100,276千円
未払事業税 37,220千円
賞与引当金 802,662千円
退職給付引当金 347,825千円
契約損失引当金 67,153千円
関係会社株式評価損 82,137千円
その他 160,356千円
繰延税金資産 小計 1,597,633千円
評価性引当額 △107,418千円
繰延税金資産 合計 1,490,215千円
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種類
会社等の名

称又は氏名

議決権等

の所有

（被所

有）割合

関連当事

者との関

係

取引の内

容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

子会社
株式会社イ

オ 60% 事務所の賃
貸

事務所家賃

及び共益費

の受取
10,358 未収入金 1,050

Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

（注） 上記取引は、一般取引と同様、市場価格に基づき交渉のうえ決定しております。

Ⅷ．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じた収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「Ⅵ．収益認識に

関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しています。

Ⅸ．1株当たり情報に関する注記
1株当たり純資産額 1,144円48銭
1株当たり当期純利益 124円50銭
潜在株式調整後1株当たり当期純利益 124円35銭
（注）１．当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき2,000株の割合で株式分割を行っ

ております。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資
産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定してお
ります。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当社株式は、2024年10月16日
付で東京証券取引所スタンダード市場に上場したため、新規上場日から2024年12月
末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。

Ⅹ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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